
財政状況等一覧表（平成２１年度決算） （単位：百万円）
団体名　　福山市

標準税収入額等A 普通交付税額B 臨時財政対策債発行可能額C 標準財政規模A+B+C79,355 13,182 5,172 97,709１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）一般会計 172,464 168,083 4,382 3,730 3,002 154,538母子寡婦福祉資金貸付特別会計 131 104 27 - 4 524誠之奨学資金特別会計 55 5 50 50 0 -一般会計等 170,776 166,318 4,459 3,780 155,062　（注）　１．「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。　　　　  ２．「他会計等からの繰入金」は、基金からの繰入金を含む。２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）病院事業会計 12,383 12,218 164 5,158 1,316 8,782 6,077 法適用企業水道事業会計 8,768 8,387 381 4,737 231 42,608 2,130 法適用企業工業用水道事業会計 2,720 2,411 309 3,486 - 4,988 - 法適用企業都市開発事業特別会計 763 761 2 337 594 2,998 2,759下水道事業特別会計 24,488 24,463 25 20 5,839 112,687 64,119集落排水事業特別会計 717 716 2 2 201 1,862 1,317国民健康保険特別会計 44,745 43,880 865 865 3,285 - -介護保険特別会計 29,044 28,985 59 59 4,821 - -後期高齢者医療特別会計 3,937 3,927 10 10 875 - -老人保健特別会計 185 102 83 83 5 - -食肉センター特別会計 153 152 2 2 98 309 207駐車場事業特別会計 381 290 90 90 10 1,003 83商業施設特別会計 332 312 20 20 - 609 -競馬事業特別会計 8,774 10,784 △ 2,010 △ 2,010 112 - -公営企業会計等　計 12,860 175,848 76,692　（注）  １．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。　　　　　４．「他会計等からの繰入金」は、基金からの繰入金を含む。　　　　　５．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）福山地区消防組合 6,491 6,406 85 85 90 2,242 2,176後期高齢者医療広域連合（一般会計） 1,125 1,025 100 100 - - -後期高齢者医療広域連合（特別会計） 321,413 316,846 4,567 4,567 2,230 - -一部事務組合等　計 4,752 2,242 2,176４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）福山市土地開発公社 16 1,577 5 - 50 5,641 - 2,183福山市青少年育成事業団 0 33 30 1 - - - -福山市体育振興事業団 △ 3 99 30 5 - - - -福山市体育協会 0 82 13 5 - - - -ふくやま芸術文化振興財団 18 186 48 78 - - - -広島県東部花き流通センター 8 158 34 - - - - -備後地域地場産業振興センター 41 707 10 43 - - - -福山勤労福祉事業団 7 △ 441 2 - 476 - - -福山勤労福祉・文化振興会 △ 1 53 15 6 - - - -アリストぬまくま 7 27 4 - - - - -福山市かんなべ文化振興会 △ 1 92 50 5 - - - -地方公社・第三セクター等　計 242 143 526 5,641 - 2,183
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５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）充当可能基金名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引B-A財 政 調 整 基 金 10,322 9,909 △ 413減 債 基 金 2,086 2,462 376その他充当可能基金 13,324 11,728 △ 1,596充 当 可 能 基 金 計 25,732 24,099 △ 1,633　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。６．財政指標の状況財政指標名 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引B-A 早期健全化基準 財政再生基準 平成20年度決算　A 平成21年度決算　B 差引B-A実 質 赤 字 比 率 2.84% 3.86% 1.02% △11.25% △20.00% - -連結実質赤字比率 15.38% 17.03% 1.65% △16.25% △40.00% - -実 質 公 債 費 比 率 8.6% 8.5% △0.1% 25.0% 35.0% - -将 来 負 担 比 率 71.9% 68.2% △3.7% 350.0% - -財 政 力 指 数 0.91 0.89 △ 0.02 - -経 常 収 支 比 率 88.2% 88.9% 0.7% - -- -- -　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。　　　　　３．「資金不足比率」の「-」は、資金の不足額がないことを表す。　　　　　４．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、一律 △20％である。　　　　　５．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成21年度決算における基準である。※本表は表示単位未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。【用語説明】実質赤字比率 …一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率連結実質赤字比率 …財産区会計を除く全会計を対象とした実質赤字（または資金の不足額）の標準財政規模に対する比率実質公債費比率 …一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率将来負担比率 …一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率資金不足比率 …公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

食肉センター特別会計商 業 施 設 特 別 会 計
水 道 事 業 会 計病 院 事 業 会 計資金不足比率（公営企業会計名）
集落排水事業特別会計下水道事業特別会計都市開発事業特別会計工業用水道事業会計

一 般 会 計母子寡婦福祉資金貸付特別会計誠 之 奨 学 資 金 特 別 会 計競 馬 事 業 特 別 会 計国 民 健 康 保 険 特 別 会 計介 護 保 険 特 別 会 計後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計老 人 保 健 特 別 会 計駐 車 場 事 業 特 別 会 計都 市 開 発 事 業 特 別 会 計下 水 道 事 業 特 別 会 計集 落 排 水 事 業 特 別 会 計食 肉 セ ン タ ー 特 別 会 計商 業 施 設 特 別 会 計病 院 事 業 会 計水 道 事 業 会 計工 業 用 水 道 事 業 会 計福 山 地 区 消 防 組 合 等土 地 開 発 公 社土 地 改 良 区 等
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